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概 要

昨年 (2011 年) 夏の電力供給の逼迫により，下水処理場ではある程度の処理水質の悪化も許容し

た節電運転がなされた。そこで，処理水質と電力使用量を総合的に評価する下水処理場機能評価シ

ステムを活用して，従来の処理水質を維持する「通常モード」，平均値で処理水質の目標値を達成

し節電を追求する「省エネモード」と処理水質の最大値でも目標水質を達成する「水質優先モー

ド」を有する運転計画支援システムを開発しモデル処理場を対象として各モードの適用性を検討し

た。下水処理量 48,000 m3/日の循環式硝化脱窒法のモデル処理場を対象とし，流入水量・水質の変

動パターンとして与えた流入負荷に対応する制御設定値の時間単位での設定により，各モードの効

果を定量的に評価した。合せて複数系列の水処理での分配制御の効果についても検討した。

循環率を 100% で 24 時間一定とした通常モードに対し，省エネモードで一部時間帯の循環率を

40% とすることにより処理水 T-N は 1 mg/L 程度悪化するものの 1.1% の使用電力量の削減が期待

された。水質優先モードでは循環率を 10〜80% 増加させることによりすべての時間で水質目標 10

mg/L を達成できたが，使用電力量は 0.4% の増加となった。系列間調整として 1 系；循環法，2

系；標準法の処理場で処理分配率を変化させたところ，1 系で 55% 処理するケースが窒素除去原単

位 (=使用電力量/窒素除去量) 22.59 kWh/kg で最も効率的と計算された。
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1．は じ め に

昨年 (2011 年) の東日本大震災以降の電力供給の

逼迫により昨夏は関東を中心に下水処理場でも大幅な

節電が求められた。今年 (2012 年) も原子力発電所

の停止により，節電が求められると考えられる。

日本の電力消費の約 0.7% (2003 年度) を占める1)

といわれる下水道分野では従来から中長期計画を立案

して省エネの取り組みが図られてきた。中長期計画作

成指針2)では散気装置の微細気泡化や省エネ機器への

取替えといった計画的に実施する項目が設定されてい

る。しかし，今夏の節電には緊急対策的な現状の設備

の運転方法の変更による対応が求められる。昨夏の電

力使用制限令では，上下水道施設は公共性が高いため

に 5 % の削減に緩和されたため，消灯や空調温度の

適切化で対応した例が多かったようである。ただし，

東京都3)や横浜市4)では 15% 削減という高い目標で実

施した例もあった。あくまで，電力使用量の時間ピー

クの削減 (ピークカット) ではあるが，管渠貯留を活

用した昼間ピーク時間帯での処理抑制 (汚水ポンプと

送風機の使用電力量低減に繋がる) により大幅なピー

クカットが達成された。

このような様々な取り組みは過去の経験や事前検討

等に基づき綿密に計画されたと考えられるが，今後の

エネルギー計画によってはピークカットのみでなく総

電力使用量の 15% 削減が要請されることも想定され

る。従来からも地球温暖化対策マニュアル5)では省エ

ネを中心とした温暖化対策は下水高度処理の実施や合

流改善対策による公共用水域の水質保全といった下水

道の本質的な役割のうえに成り立つと指摘されている。

このためには水質浄化や汚泥減量化といった処理機

能と，使用電力量といったエネルギー消費を統合して

評価する必要がある。しかしながら下水処理場全体を

対象とした統合型シミュレータは存在しなかった。そ

こで，処理水質と電力使用量を総合的に評価する下水

処理場機能評価システム6)を活用して，制御設定値を

時間単位で設定する運転計画支援システムを開発した。

いくつかの運転モードを設定し，モデル処理場を対象

に省エネや水質向上を試算し，窒素除去原単位 (=

使用電力量/窒素除去量) で評価した。

2．下水処理場機能評価システムのモデル

下水処理場機能評価システム (PES；Performance Eval-
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uation System) で採用している水処理・汚泥処理のモデ

ルを Table 1 にまとめた7)。PESは処理場全体の物質

の流れを把握することに重点をおき，水処理における

微生物反応は一次反応式で表現し，溶解性 BOD と固

形性 BOD で分解速度に違いを持たせている。窒素に

関しては硝化率・脱窒率を一次反応で計算している。

リンに関しては生物脱リンとして，MLSS 中のリン含

有率で設定している。汚泥処理における固液分離は固

形物回収率で機器回収分を計算し，残りを脱離液流出

分としている。(BOD・窒素・リンも同様に計算) 嫌

気性消化は投入汚泥中 VSSのガス化率で設定し，遠

心濃縮機と遠心脱水機の出口汚泥濃度はサンプルデー

タを使って回帰モデルを作成し，適用した。焼却炉に

関しては投入汚泥中の可燃分が減少するものとし，燃

料使用量は含水率を入力とし，燃料使用量を出力する

回帰モデルを作成し，適用した。

また，主要な機器であるポンプ・ブロワ・汚泥処理

設備を対象として，運転状況に応じて変化する電力量

と固定的に発生する共通電力量の合計として計算する

電力量モデルを作成した。ブロワ電力量の計算は「下

水道設計計画・設計指針と解説 2009 年版8)に準拠し，

有機物酸化・硝化・内生呼吸・DO維持から必要酸素

量を計算し，微細気泡の旋回流方式として酸素移動効

率を 15% と設定して必要空気量を算出しブロワ電力

量を算出した。

PESによる処理水質の計算結果は各種高度処理方

式の T-N・T-Pを再現できており，使用電力量も原

単位でほぼ妥当な結果であることを確認している7)。

PESのラインナップを Fig. 1 に示すが，省エネ診

断9)等に利用しているスタンドアロン PESを中心とし，

流域下水道の管理のように複数の下水処理場の比較を

可能とするネットワーク PESと時間単位での計算を

利用した計画化のためのオンライン PES から構成さ

れている。今回はオンライン PESを利用した運転計

画を立案した。水処理・汚泥処理の各プロセスは処理

ユニットとして定義されており，処理水質と使用エネ

ルギーから原単位やフットプリントといった指標で総

合評価可能である。処理ユニットは全ての PESで共

通に利用でき，容易に追加も可能である。
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3．運転計画作成支援システムによる検討

PESを活用した運転計画作成支援システムとして，

以下の 3つのモードを設定し，処理水質と使用電力量

を評価した。

①「通常モード」；制御設定値を 24 時間一定とする。

② ｢省エネモード」；平均値で処理水質の目標値を達

成し，使用電力量を低減する。

③ ｢水質優先モード」；最大値でも処理水質の目標値

を達成し，処理水質向上を優先する。

各モードのモデル計算にあたり，Table 2 に示すモ

デル処理場を対象とした。48,000 m3/日という中規模

処理場で水処理方式は窒素除去を目的とする循環式硝

化脱窒法 (以下循環法と略記) とした。水温は平均的

な 20℃で一定とした。初沈汚泥は下水処理量の一定

値 ( 2 %) を引き抜くものとし，余剰汚泥は返送率の

初期値を 20% とし，MLSS が平均値として 1500

mg/L で一定となるように引き抜くこととした。(初

期条件で 1 %引き抜きであった。)

滞留時間は標準活性汚泥法 (以下標準法と略記) を

循環法に変更することを想定しているため，初沈・終

沈は標準法と同等とし，反応タンクは標準法の 8時間

の滞留時間を無酸素槽 2.75 時間と好気槽 5.25 時間に

分割することとした。流入水質は下水道統計10)のデー

タを利用して分布状態を調べ，中央値を採用した。な

お，PESの計算に必要な溶解性 BOD の割合等のパラ

メータは標準値を用いた11)。

汚泥処理は分離濃縮 (重力 +遠心)− 脱水 −焼却

とし，返流水による影響も考慮した。

立案する運転計画の評価にあたり，Fig. 2 に示すよ

うな流入水量と Fig. 3 に示す流入水質の変動パター

ンを想定した。流入水量は朝方と夕方にピークを持つ

2山型とし平均値 2000 m3/Hに対し，約±30% の変

動を与えた。流入水質に関しては平均値が Table 2 の

数値となるように時間変動を与えた。

運転計画作成として循環法の目的である窒素の処理

水質を評価項目とし，採択の多い 10 mg/L を目標値

とした。

3. 1 通常モードの計算結果

通常モードとして循環率を 100% (返送率も含めた

総合循環率は 120%) で一定としたケースにおける処

理水質と使用電力量の時間変化を計算した。

処理水質の計算結果を Fig. 4 に示す。処理水 T-N
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は流入水量・水質の変動の影響を受け，5.5〜12.7

mg/L と大きく変動していたが，負荷量ベースの平均

値 (一日当りの処理水中の T-N 総量から計算した平

均値 =T-N 総負荷量/下水処理量) は 8.6 mg/L と目

標値の 10 mg/L を達成できていた。処理水 SSは流入

水量負荷の多い朝方には終沈の滞留時間が 1.5 時間程

度まで短くなる影響とMLSSが 2250 mg/Lまで上昇

する影響で 10 mg/L 程度まで悪化していたが，平均

値では 2.6 mg/L と良好な処理となっていた。処理水

BOD は MLSS が高い朝方に低くなり，SS とは逆の

動きとなっていたが，平均値で 4.9 mg/L と良好な処

理であった。処理水リンは平均値で 1.8 mg/L とほぼ

時間変化がなかった。

使用電力量の計算結果を循環率と合せて Fig. 5 に

示す。循環率も含めた制御設定値が 24 時間一定のた

め使用電力量は流入水量変動の影響をうけ，730

kWh〜1340 kWh の幅があり，総使用電力量は 23650

kWh/日となっていた。電力量原単位 (=使用電力量/

下水処理量) は 0.493 kWh/m3であった。

3. 2 省エネモードの計算結果

省エネモードとして，目標値である処理水 T-N 10

mg/L を平均値で達成する運転計画を立案した。

処理水 T-N が 10 mg/L を下回っている明け方の 2

時から 9 時と電力消費のピーク時間帯である 13 時か

ら 18 時の循環率を 40% とした時 (総合循環率で通常

モードの半分の 60%) の処理水質の時間変化を Fig. 6

に示す。

循環率を下げることにより処理水 T-N は 7.0〜11.2

mg/L と 2〜3 mg/L 程度悪化し，時間帯によっては

10 mg/L を超過することもあるが，負荷量ベースの

平均値では 9.5 mg/L となり，目標水質である 10

mg/L を達成していた。処理水 SSは循環率を 40% と

低下させた時間帯で MLSSが 100〜200 mg/L 程度増

加するために若干悪化していたが，平均値では 2.7

mg/L と良好な処理であった。処理水 BOD は循環率

を下げることにより好気槽の滞留時間が長くなり，平

均値で 4.3 mg/L と向上していた。処理水リンは違い

がなかった。

使用電力量の計算結果を循環率と合せて Fig. 7 に

示す。循環率を 40% に低下させた時間帯で 1 時間あ

たり 20〜30 kWh 削減でき，1 日あたりでは 23390

kWh/日と通常モードの 23650 kWh/日に対し 1.1% の

削減となっていた。電力量原単位は 0.487 kWh/m3で

あった。

時間単位で制御設定値を計画することで，より詳細

な電力需要を管理することが可能となる。

さらなる運転計画として，使用電力量のピークをシ

フトするために処理量を平滑化する「流入量変動抑

制」を検討した。早朝の時間帯により多くの下水を処

理し，朝方の流入量ピークであった時間帯の処理量を

2100 m3/Hで一定となるように計画した。その結果，

流量変動は当初の ±30% に対し，約±10% と大幅に

平滑化となった。流量変動を抑制するために下水管渠

等でバッファリングすることにより，流入水質も均一

化すると考えられるが，ここでは変化しないものとし

て計算した。

このときの処理量と使用電力量の時間変化を Fig. 8

に示す。使用電力量の時間ピークは 10 時の 1170

kWh と基準の 1340 kWh に対し，約 10% の低減と

なっていた。総使用電力量も 23550 kWh/日と 0.4%

の削減となっていた。なお，処理水 T-N は循環率が

100% で一定のために流入水質変化の影響を受け，朝
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方にピークがあるものの負荷量ベースの平均値で 8.4

mg/L と若干向上していた。

｢省エネモード」に「流入量変動抑制」を組合せ，

同時に実施した場合の使用電力量と処理水 T-N の時

間変化を Fig. 9 に示す。処理水 T-N は循環率を 40%

に低下させた時間帯で大幅に悪化し，負荷量ベースの

平均値では 9.5 mg/Lまで悪化するものの，使用電力

量は 23330 kWh/日と通常モードの 23650 kWh/日に

対し，1.4% の削減が期待できた。

3. 3 水質優先モードの計算結果

水質優先モードとして，目標値である処理水 T-N

10 mg/L を最大値でも達成する運転計画を立案した。

処理水 T-N が 10 mg/L を上回っている朝方の 9 時

から 11 時と，夜間の 21 時・22 時の循環率を変更し

て処理水 T-N を 10 mg/L以下とした時の処理水質の

時間変化を Fig. 10 に示す。循環率を朝方は 130% と

180%，夜間は 110% と変更することにより，すべて

の時間帯で T-N 10 mg/L以下が達成されていた。負

荷量ベースの平均値は 8.4 mg/Lまで向上していた。

処理水 SS は循環率を増加させた時間帯で MLSS が

100〜200 mg/L低下するために平均値で 2.5 mg/L と

わずかに向上していた。処理水 BOD は逆に好気槽で

の滞留時間の短縮により平均値で 5.0 mg/L とわずか

に悪化していた。処理水リンは違いがなかった。

使用電力量の計算結果を循環率と合せて Fig. 11 に

示す。循環率を増加させた時間帯で 1 時間あたり

20〜30 kWh 増加し，1 日あたりでは 23740 kWh/日と

通常モードの 23650 kWh/日に対し 0.4% の増加と

なっていた。電力量原単位は 0.495 kWh/m3であった。

時間単位で制御設定値を計画することで，より詳細

な放流水質を管理することが可能となる。ただし，電

力供給が逼迫している状況では使用電力量ピークの増

大にも繋がる可能性があるので留意が必要である。

｢水質優先モード」に「流入量変動抑制」を組合せ，

同時に実施した場合の使用電力量と処理水 T-N の時

間変化を Fig. 12 に示す。処理水 T-N は循環率を増

加させた時間帯で向上し，負荷量ベースの平均値では

8.2 mg/L まで向上するうえに，使用電力量は 23560

kWh/日と通常モードの 23650 kWh/日に対し，0.4%

の削減が期待できた。
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3. 4 各モードの比較

｢通常モード｣・｢省エネモード｣・｢水質優先モード」

の各モードの処理状況を流入変動のある場合と変動を

抑制した場合に分けて，使用電力量や処理水 T-N を

まとめて Table 3 に，使用電力量と窒素除去量に着目

して Fig. 13 に示す。「省エネモード」とすることに

より使用電力量は減少するが，窒素除去量は低下する。

一方，「水質優先モード」では処理水質は向上するも

のの，使用電力量は増加する。なお，変動抑制は双方

に貢献する。総合評価指標である窒素除去原単位では，

変動抑制における「水質優先モード」が 18.35

kWh/kg で最も効率的と判断された。

3. 5 系列間調整の検討

最近の下水処理場では処理量の増大に伴い系列増設

され，処理方式の異なる処理系列を持つ例が多い。そ

こで，1 系；循環法 (24000 m3 /日)，2 系；標準法

(24000 m3/日) である処理場を対象に，1 系・2 系の

処理量のバランスを調整することによる使用電力量と

処理水質への影響を検討した。

1 系での処理量を基本の 50%から 70%まで 5 %刻

みで増加させた 5 ケースについて比較検討した。

(ケース 1から 5 と呼ぶこととする)

処理状況について 1 系・2 系に均等に流入させた

ケース 1 の各系の処理水質を Fig. 14 に，その時の放

流水質と使用電力量を Fig. 15 に示す。流入負荷の時

間変動の影響を受け，処理水 T-N は変動するが，高

度処理法の循環法である 1 系の処理水 T-N は負荷平

均で 10.1 mg/L と良好であり，標準法である 2 系は

負荷平均で 17.0 mg/L に留まる。両系列の合算とし

ての放流水質は 8.6〜20.0 mg/Lまで変動し，負荷平

均は 13.5 mg/L であった。使用電力量は日合計で

23430 kWh/日 (原単位；0.488 kWh/m3) と循環法単

独よりも少なくなっていた。また，流入負荷の高い

(流量・濃度ともに) 朝方にピークがあり，最大値は

10 時の 1310 kWh となっていた。

ケース 1から 5 の使用電力量と処理水 T-N をまと

めて Fig. 16 に示す。循環法である 1 系での処理量を

増加させると 55%までは処理水質が向上する (ケー
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ス 2 では 13.4 mg/L と 0.1 mg/L向上) ものの，それ

以上ではむしろ悪化する傾向にあった。一方，使用電

力量は 1系での処理量を増加させるに伴い減少する傾

向にあった。

処理水質の変化について 1 系・2 系の窒素除去量に

ついて整理し Fig. 17 に示す。1 系での処理量が増加

するのに従い，1 系での窒素除去量は増大する (当然

2 系の除去量は減少する。) ものの，循環率は 100%

で一定ではあるにも係らず頭打ち傾向にあった。これ

は，1 系での処理量を増加させたために最終沈殿池で

の沈殿時間が十分に確保できず，有機性窒素の流出に

よる悪化と考えられた。例えば，ケース 5では放流水

T-N 14.4 mg/L のうち硝酸性窒素は 10.8 mg/L であ

り，有機性窒素が 3.6 mg/L と 25% を占めていた。

(処理量の多い 1 系処理水では T-N 13.5 mg/L のうち

有機性窒素は 4.8 mg/L と 36% を占めていた。) 一方，

ケース 1 では放流水 T-N 13.5 mg/L のうち硝酸性窒

素は 12.7 mg/L であり，有機性窒素は 0.8 mg/L と 6

%に過ぎなかった。

使用電力量の変化のある設備に限定して内訳を

Fig. 18 に示す。循環法である 1 系の処理量を増加さ

せるに従い，循環率を 100% で一定としているために

循環ポンプ電力量が増え，水処理設備の電力量は増加

していた。しかしながら循環量の増加により脱窒量が

増加し，脱窒の炭素源として有機物 (BOD) が無酸

素槽で消費され，結果的に好気槽での有機物酸化に要

する空気量が減少し，送風機設備の電力量は減少する

傾向にあった。同様に，余剰汚泥発生量も減少し，汚

泥処理設備・汚泥焼却設備での使用電力量も減少して

いた。これらの結果として処理場全体での使用電力量

は 1系での処理量を増加させるに従い，減少していた。

ケース 1 から 5 の窒素除去原単位を計算すると

Fig. 19 のようになった。循環法である 1 系での処理

量を増加させるに従い，処理水質の向上と使用電力量

の減少により一旦は処理効率が向上し，窒素除去原単

位は減少するもののした。しかしその後は処理水質の

悪化 (窒素除去量の減少) により増加する傾向にあっ

た。結果として 1 系で 55% 処理するケースが 22.59

kWh/kg で最も効率的と計算された。

4．お わ り に

下水処理場を総合的に評価する下水処理場機能評価

システム (PES) を利用した運転計画支援システムを

開発し，「通常モード」と「省エネモード」，「水質優

先モード」について処理水質と使用電力量を窒素除去

原単位という指標で評価した。処理量 48,000 m3/日の

モデル処理場を対象とした計算結果をまとめると以下

のようになった。

①省エネモードとして流入負荷の低い時間帯で循環率

を 40% とした時 (総合循環率で通常モードの半分

の 60%) 処理水 T-N は 9.5 mg/L まで悪化するも

のの，1 時間あたり 20〜30 kWh 削減でき，1 日あ

たりでは 1.1% の削減となった。

②水質優先モードとして流入負荷の高い時間帯で循環

率を 10〜80% 増加させることにより，すべての時

間帯で目標値の 10 mg/L を達成できたが，使用電

力量は 0.4% の増加となった。

③流入量変動を当初の ±30%から約±10% と大幅に

抑制することによりピーク電力量は約 10%低減で

き，省エネモードとの同時実施では使用電力量

1.4% の削減も期待できた。
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④流入量変動の抑制は水質優先モードでも有効であり，

窒素除去原単位で評価すると，水質優先モードと変

動抑制の組合せが 18.35 kWh/kg で最も効率的と判

断された。

⑤系列間調整として処理分配率を変化させたところ，

窒素除去原単位は循環法である 1 系での処理量を

増加させるに従い，処理水質の向上と使用電力量

の減少により一旦は処理効率が向上し，窒素除去

原単位は減少した。その後は処理水質の悪化によ

り増加する傾向にあり，1 系で 55% 処理するケー

スが 22.59 kWh/kg で最も効率的と計算された。

今後は評価指標として維持管理費といった観点から

も検討を加え，実処理場での適用も検討したいと考え

ている。
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Abstract

We developed a performance evaluation system for sewage treatment plant which we evaluated

the water quality of effluent and energy consumption for the whole sewage treatment plant generally.

In last summer, the sewage treatment plant was operated with some aggravation permitted due to

the stringency of the power supply. So, We developed the support system for operation plan which

consists of electricity saving mode which pursues reduction of power consumption while

deteriorating the effluent quality within the target water quality and normal mode which maintains

the conventional effluent quality and water quality mode which achieves the water quality target

always.. We evaluated the effect of three modes quantitatively by at the time of the control set point

corresponding to the inflow load that we gave as a change of the inflow pattern at model sewage

treatment plant.

Key words : Sewage treatment plant, Performance evaluation, Water quality, Electricity saving,

Nitrogen removal marginal value
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